
令和６年９月 18 日 

総 務 局 

 

令和５年度指定管理者管理運営状況評価結果について 

（東京都人権プラザ） 

 

 東京都では、指定管理者制度を導入した公の施設の管理運営状況について、第三者の視点

を含めた評価を実施しています。 

 このたび、（公財）東京都人権啓発センターが行っている東京都人権プラザの管理運営に

ついて、令和５年度の評価結果がまとまりましたので、お知らせいたします。 

１ 評価の目的 

  評価は、管理の履行状況、安全管理、法令遵守、サービスの利用状況といった観点から

指定管理者の業務実施状況等を評価し、その結果を今後の施設管理運営に反映していくこ

とで都民サービスの向上を図っていくことを目的としています。 

２ 評価の方法 

指定管理者の年間を通じた施設の管理運営状況について、毎年度終了後、所管局による

一次評価及び評価委員会（外部委員で構成）による二次評価を行い、これらの評価結果に

基づき、所管局の最終評価として総合評価を決定します。 

３ 評価の概要 

（１）評価基準（４段階）：評価の観点は、別紙１のとおり。 

総合評価 内容 

Ｓ 管理運営が優良であり、特筆すべき実績・成果が認められた施設 

Ａ 
管理運営が良好であり、管理運営に係る様々な点で優れた取組が認められた施

設 

Ｂ 管理運営が良好であった施設 

Ｃ 管理運営に良好ではない点が認められた施設 

 

（２）評価委員会名及び委員構成：委員氏名は、別紙２のとおり。 

評価委員会 対象施設 委員構成 

東京都人権プラザ指

定管理者評価委員会 

東京都人権プラザ ５名(学識経験者２名、人権実務経験者１名、

公認会計士１名、弁護士１名) 

 

（３）評価結果：評価内容等は、別紙３のとおり。 

対象施設 評価 

東京都人権プラザ Ｂ 

 

  
【問合せ先】総務局人権部人権施策推進課 
      電話 ０３－５３８８－２５８８ 



別紙１ 

評価の観点 

 

 

 

項目 細項目 内容 

管理状況 

適切な管理の 

履行 

○協定や事業計画に沿って適切に管理が行われているか 

・業務の履行（保守点検など）は適切か 

・人員配置は適切か 

・協定や事業計画どおりの管理となっているか   など 

法令等の遵守 

○法令や条例等に基づく適切な管理運営が行われているか 

・個人情報保護は適切に行われているか 

・情報公開は適切に行われているか 

・都への報告・連絡は、適時適切にされているか  など 

安全性の確保 

○施設の安全性は確保されているか 

・施設・設備の安全性は確保されているか 

・利用者に影響が生ずる事故等が発生したか   など 

適切な財務・ 

財産管理 

○適切な財務運営・財産管理が行われているか 

・収支状況は安定しているか 

・経理処理や都有財産の管理は適切か       など 

事業効果 

事業実施・ 

利用の状況 

○事業計画どおりの事業実施・利用状況となっているか 

・来館者数及び提案事業の実施状況はどうか 

・他機関、地域等との連携が適切に行われているか など 

サービス内容

の向上 

○事業内容、職員対応等について、利用者の反応はどうか 

・利便性等の向上のための取組はされているか 

・施設利用の促進のための取組はされているか   など 

行政目的の 

達成 

○行政と連携を図り施設の目的を達成しているか 

・施設の目的を達成しているか 

・都及び関係機関等との連携・協力が適切に行われているか 

・都の政策と連動した事業が実施されているか   など 



別紙２ 

評価委員会委員名簿 

評価委員会名 委員氏名 役職名 

東京都人権プラザ 

指定管理者評価委員会 

石 井 尚 子 桜通り法律事務所 弁護士 

石 渡 和 実 東洋英和女学院大学 名誉教授 

金 子 邦 博 公認会計士金子邦博事務所 公認会計士 

関  優 東京人権啓発企業連絡会 専務理事 

丹 野 清 人 
東京都立大学 教授 

（人文社会学部人間社会学科） 



別紙３ 

令和５年度指定管理者管理運営状況評価 評価結果 

施設名 東京都人権プラザ 

所在地 港区芝２－５－６ 

指定管理者名 公益財団法人東京都人権啓発センター 

指定期間 平成 30 年４月１日 ～ 令和 10 年３月 31 日 

 

項目 評価内容 

総合評価 Ｂ 

管理状況 

・協定、事業計画及び「東京都人権施策推進指針」等に基づき、人権プ

ラザの設置目的に沿って、中立性・公平性の確保に留意しながら、幅

広い人権課題に対応することを旨として、適切に管理運営に当たって

いる。 

 

・事業実施手順を標準化・明確化し、業務執行に係る基本研修を行うな
ど、人権プラザの管理運営に当たり必要となる職員の能力向上に係る
取組を実施している。 

事業効果 

・人権相談について、都民のニーズをふまえ、一般相談・法律相談にお
けるオンライン相談、「インターネットにおける人権侵害」に関する
SNS（LINE）相談を開始し、相談対応を拡充した。 

・図書資料室等を活用した事業を適切に実施し、図書資料室附帯事業の
受講者数が令和４年度比 202.9%、図書資料室利用者数が令和４年度比
172.9％と高い水準となった。 

・アウトリーチ活動に活用可能な展示の充実・強化を図り、出張展示の
効果的な運用と実績増を達成した。 

・施設利用に関するアンケート調査結果では、来館者の満足度が 98.7%
と、非常に高かった。 

・「『未来の東京』戦略」に掲げられた多様な人が共に支え合う「インク
ルーシブシティ東京」の実現に向け、特別展示の更新を行ったほか、
テーマ展示や学習プログラムを取り入れるなど、都の政策と連動した
取組を積極的に行い、人権教育・啓発等を総合的に推進した。 

その他 

【特命要件の継続】 
・事業の中立性・公平性を担保しながら、東京都人権施策推進指針に掲
げる人権課題全般にわたる活動及び業務実績を着実に積み上げてお
り、特命要件は継続している。 

 


